
業務手順書　一覧

課税課 市民税係 1 所得未申告者処理 32-1271 R7.2.28見直し

2 原付バイクの登録（購入） 32-1274 R7.2.28見直し

3 原付バイクの登録（譲渡） 32-1274 R7.2.28見直し

4 原付バイクの廃車登録 32-1274 R7.2.28見直し

5 たばこ税手持品課税 32-1274 R7.2.28見直し

6 法人市民税事務 32-1273 R7.2.28見直し

7 入湯税事務 32-1273 R7.2.28見直し

8 住民税当初課税業務 32-1271 R7.2.28見直し

9 住民税（家屋敷）当初課税業務 32-1271 R7.2.28見直し

10 月次更正処理（普通徴収） 32-1271 R7.2.28見直し

11 月次更正処理（特別徴収） 32-1272 R7.2.28見直し

12 年次処理（年金特別徴収） 32-1271 R7.2.28見直し

13 月次処理（年金特別徴収） 32-1271 R7.2.28見直し

14 軽自動車税（種別割）当初課税 32-1274 R7.2.28見直し

15 軽自動車税（種別割）月次事務（軽自動車検査協会データ） 32-1274 R7.2.28見直し

16 軽自動車税（種別割）月次事務（税申告書） 32-1274 R7.2.28見直し

17 軽自動車税（種別割）非課税証明書交付事務 32-1274 R7.2.28見直し

18 市たばこ税月次事務 32-1274 R7.2.28見直し

資産税係 1 交付金 32-1275 R7.2.28見直し

2 固定資産税賦課業務 32-1275 R7.2.28見直し

3 土地評価替え業務 32-1275 R7.2.28見直し

4 土地課税業務 32-1275 R7.2.28見直し

5 家屋課税業務 32-1276 R7.2.28見直し

6 償却資産課税業務 32-1277 R7.2.28見直し

7 固定資産税納税通知書返戻分処理業務 32-1275 R7.2.28見直し

8 固定資産相続人調査業務 32-1275 R7.2.28見直し

備考課（事務所・局）名 係名 № 業務・事務名 担当TEL



市県民税申告書の発送
≪課長決裁≫
　　照会文書 ㊵

補足

【抽出後の未申告者】 市県民税申告書の発送

市県民税申告書の受付
提出

変
更
点

市県民税課税台帳から
　19歳以上65歳未満で被扶養者
でなく、
　・収入を把握していない人
　・住民区分：外国人まで
　　　　　　　　を抽出する。

地方税法
第317条の2

抽出リスト
（電子データ）

市県民税申告書の受付 市県民税申告書

所得未申告者の抽出

発送

業務・事務の目的 所得未申告者に対する市県民税申告書の発送・受付

内包するリスク ①、㊳、㊴、㊵、㊸、㊹

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№
関連部門 当該部門

市民税係 シート番号 1 業務・事務名 所得未申告者処理部 総務部 課等 課税課 担当係名

伊東市　業務手順書

当初作成日 2019/11/12 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無



⑥

ｴｸｾﾙに必要項目を入力又はｼｽﾃﾑ
からﾃﾞｰﾀを複写等して標識交付
証明書を作成する。

・標識交付証明書

変
更
点

申請書に記載漏れがないか、車
台番号に重複がないか、定置場
が正しいか等を確認する。車
名・車台番号・排気量が分から
ないと登録不可。

申請受付
↓
標識交付証明書・ﾅ
ﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄの交付

即日

伊東市税賦課徴収
条例第91条

・

・

・

・

軽自動車税申告（報告）書兼
標識交付申請書
販売証明書（ﾈｯﾄ購入の際に
は取引画面の印刷等）
代理申請　身分証明となるも
の又は委任状
特定小型原動機自転車の場合
は、当該区分に該当すること
が分かる書類（取扱説明書
等）

作成した標識交付証明書とﾅﾝﾊﾞｰ
ﾌﾟﾚｰﾄを申請者に交付する。 ㊼

申請書の情報どおりに入力でき
ているか、申請書とシステム台
帳画面を目検で確認する。

⑥

申請

標識交付証明書の作成

交付

ｼｽﾃﾑに申請書情報を入力する。

標識交付証明書・ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄの交付

登録情報の入力

入力内容ﾁｪｯｸ

必要に応じて修正

補足

関連部門 当該部門

【申請者】

申請書類の受付確認【申請者】

業務・事務の目的 原付バイクの登録（購入）

内包するリスク ①、⑥、㊳、㊴、㊸、㊹、㊼

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

伊東市　業務手順書

当初作成日 2021/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 2 業務・事務名 原付バイクの登録（購入）



【市外譲渡又は転入】
課税物件異動通知を決裁し、旧ﾅ
ﾝﾊﾞｰ交付市区町村へ郵送する。

≪課長決裁≫
・課税物件異動通知

㊵
㊾

ｼｽﾃﾑに申請書情報を入力する。 ⑥

申請受付
↓
標識交付証明書
・ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄの交
付

即日

・軽自動車税申告（報告）
書兼標識交付申請書
・譲渡証明書、廃車証明
書、標識交付証明書等
・旧ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ
・代理申請　身分証明とな
るもの又は委任状

ｴｸｾﾙに必要項目を入力又はｼｽﾃﾑ
からﾃﾞｰﾀを複写等して標識交付
証明書を作成する。

【市内間譲渡】
ﾅﾝﾊﾞｰ変更の意思確認をする。

【市外間譲渡又は転入】
旧ﾅﾝﾊﾞｰ交付市区町村における廃
車又は登録状況、当市におけるﾅ
ﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄの回収の可否等を確認
する。

申請書に記載漏れがないか、車
台番号に重複がないか、定置場
が正しいか等を確認する。ﾅﾝﾊﾞｰ
変更を伴う場合には、ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰ
ﾄを回収する。

入力内容ﾁｪｯｸ

課税物件異動通
知の送付

補足

変
更
点

【市外間譲渡又は転入】
【市内間譲渡】※ﾅﾝﾊﾞｰ変更する
作成した標識交付証明書とﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄを
申請者に交付する。
【市内間譲渡】※ﾅﾝﾊﾞｰ変更しない
作成した標識交付証明書を申請者に交付
する。

㊼

申請書情報どおりに入力できて
いるか、申請書とシステム台帳
画面を目検で確認する。

⑥

申請内容につい
て電話確認

ﾅﾝﾊﾞｰ変更の意思
確認

郵送

・標識交付証明書

申請書類の受付・確認
(旧ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄの回収）

事務内容又は目的
事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№
当該部門

伊東市税賦課徴収
条例第91条

伊東市　業務手順書

当初作成日 2021/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 3 業務・事務名 原付バイクの登録（譲渡）

必要に応じ修正

【旧ﾅﾝﾊﾞｰ交付市区町村】

【申請者】

【申請者】

【申請者】

【旧ﾅﾝﾊﾞｰ交付市区町村】

業務・事務の目的 原付バイクの登録（譲渡）

内包するリスク ①、⑥、㊳、㊴、㊵、㊸、㊹、㊼、㊾

事務・業務フロー

電話

確認

申請

交付

意思確認

標識交付証明書の作成

標識交付証明書
・ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄの交付

標識交付
証明書の
交付

登録情報の入力

関連部門

※変更する ※変更しない

【市外間譲渡又は転入】 【市内間譲渡】



申請書に記載漏れがないか、ﾅﾝ
ﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄの返納があるか等を確
認する。

申請受付
↓
廃車証明書の交付

即日

伊東市税賦課徴収
条例第91条

・軽自動車税廃車申告
書兼標識返納書
・標識交付証明書
・ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ（返納が
困難な場合は理由書）
・代理申請　身分証明
となるもの又は委任状

印刷した廃車証明書を申請者に
交付する。 ㊼

廃車情報をｼｽﾃﾑに入力し、廃車
証明書を印刷する。

・廃車証明書

入力内容ﾁｪｯｸ

補足

変
更
点

申請書の情報どおりに入力でき
ているか、申請書とシステム台
帳画面を目検で確認する。

⑥

申請・ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄ返納

申請書類の受付・確認
ﾅﾝﾊﾞｰﾌﾟﾚｰﾄの回収

廃車情報の入力・廃車証明書の印刷

必要に応じ修正

交付

廃車証明書の交付

【申請者】

【申請者】

業務・事務の目的 原付バイクの廃車登録

内包するリスク ①、⑥、㊳、㊴、㊸、㊹、㊼

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№
関連部門 当該部門

市民税係 シート番号 4 業務・事務名 原付バイクの廃車登録部 総務部 課等 課税課 担当係名

伊東市　業務手順書

当初作成日 2021/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無



未納者に対して納期限（例年年
度末）までの納付を促す。

申告書に基づき、ｴｸｾﾙで消込簿
を作成する。

消込簿

　原則、申告書は国県市税分まとめて
所轄税務署へ提出され、市税分のみ回
送されるが、市へ提出された場合は三
税とも受け付け、国県分を税務署、財
務事務所へそれぞれ回送する。
　不申告者に対しては、申告期限まで
の申告を促す。

・
・

※国県分申告書回送
時
≪課長決裁≫
申告書送付状
たばこ税及び道府県
たばこ税の手持品課
税納税申告書

納付確認

補足

変
更
点

たばこ税（国・県・市）手持品
課税用申告書及び納付書を税務
署・財務事務所・市役所でまと
めて納税義務者に送付する。

地方税法第468条
伊東市税賦課徴収
条例第95条

・

・
・

たばこ税等の手持品
課税納税申告書
納付書
たばこ税等の手持品
課税の手引き

㊵

申告額を調定する。
調定伝票を会計課へ、その写し
を収納課へ送付する。

≪課長決裁≫
　調定伝票 ⑤

収納課で納付を確認し、収納課
で消込簿へ消込を行う。

申告受付

調定伝票

調定

調定伝票（写）

納付 納付書
領収済通知書

領収証書

消込簿の作成

消込簿への消込（収納課）

申告書回送

申告書回送

関連部門 当該部門

手持品課税用申告
書・納付書の送付

税務署（国たばこ税）
財務事務所（県たばこ税）
市役所（市たばこ税）

（申告）

事務内容又は目的
事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

業務・事務の目的 たばこ税の税率改正に伴うたばこ販売業者等の所持するたばこに対する税率引上げ相当分のたばこ税の申告納税

内包するリスク ①、⑤、㊳、㊴、㊵

事務・業務フロー

伊東市　業務手順書

当初作成日 2021/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 5 業務・事務名 たばこ税手持品課税

【納税義務者】

（たばこ販売業者等）

【税務 【財務事務所】

申告書回送
(申告)

申告

(原則)

【会計課】 【収納課】

【収納課】

【会計課】

【金融機関・郵便局】

【納税義務者】

領収済通知書

領収済通知書

収入伝票

消込作業



・調定一覧表
・還付一覧表

≪課長決裁≫
還付連絡票

≪課長決裁≫
・法人市民税減免決定
通知書
・法人市民税更正決定
伺書・更正決定通知書
・不申告決定通知書

月初めの調定締切日までに、前
月分の申告等について調定額を
算出する。調定伝票を作成し、
会計課と収納課（写し）へ送付
する。

≪課長決裁≫
調定伝票 ⑤

㊵

⑥

㊵

減免申請書の内容及び添付書類
を確認、審査する。

伊東市税賦課徴収
条例第51条

確定申告後の税額変更について
更正請求書の提出があったら、
請求書の内容に漏れが無いか確
認した後、収受印を押し、控え
を返却する。

更正請求の受付
減免申請の受付
↓
決定通知書の送付

５日

地方税法第20条の9
の3

≪課長決裁≫
登録、申告の勧奨

県内各県税事務所から郵送又はｴ
ﾙﾀｯｸｽで送付される法人税の更正
又は決定に係る法人税額等の通
知書を受け付ける。

地方税法第63条

更正請求書

調定なし収納一覧
表

法人の更正又は決
定に係る法人税額
等の通知書

法人市民税申告書等の内容を法人市民
税ｼｽﾃﾑに入力する。ｴﾙﾀｯｸｽからﾀﾞｳﾝﾛｰ
ﾄﾞしたﾃﾞｰﾀはUSBに移し、法人市民税ｼｽ
ﾃﾑに取り込む。すべての申告書情報が
入力（取込）できたら、調定なし収納
一覧表を印刷し、みなし申告の調定を
入力する。

⑥

㊷

（月初）
調定伝票

調定

調定伝票(写)

補足

変
更
点

直接又は郵送で送られてきた設立
（変更）申告書の内容（添付書類）
に漏れが無いか確認した後、収受印
を押し、控えを返却する。ｴﾙﾀｯｸｽで
受信したものは、ｴﾙﾀｯｸｽ上で審査を
行い、申告書等を印刷する。

法人設立等申告書の
受付
↓
控え返却

３日

地方税法第294条
伊東市税賦課徴収
条例第23条
法人税法第148条

申告書の内容どおりに法人市民
税ｼｽﾃﾑに入力できているか確認
する。

⑥

直接又は郵送で送られてきた確定
（予定）申告書等の内容に漏れが無
いか確認した後、収受印を押し、控
えを返却する。ｴﾙﾀｯｸｽで受信したも
のは、ｴﾙﾀｯｸｽ上で審査を行い、印刷
し、ﾃﾞｰﾀをﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞする。

確定（予定）申告書
等の受付
↓
控え返却

３日

地方税法第321条の
8
伊東市税賦課徴収
条例第23条、第48
条

登録・申告
の勧奨

法人ｼｽﾃﾑ入力値と数値の異なる法人
の税額を修正法人設立届・

申告書等の提

決定通知書
の送付 減免決定、更正決定、不申告決定通

知書の作成、送付

還付連絡票

入力内容ﾁｪｯｸ

減免決定、更正決定、不申告決
定を行い、それぞれの通知書を
作成、該当法人へ送付する。

法人市民税ｼｽﾃﾑに入力された各法人の
法人税額と、法人から提出された更正
請求書又は県内各県税事務所から送付
された通知書の数値を比較し、差異が
ある法人の法人市民税額を修正する。
また、未登録や不申告法人には、登録
や申告を促す。

法人市民税ｼｽﾃﾑから調定一覧表・還付一覧表を
印刷する。調定一覧表により、法人市民税の各
申告、みなし申告、減免・更正・不申告決定の
内容どおりにｼｽﾃﾑ入力できているか確認する。
確定申告により還付となるものは、還付一覧表
で確認し、収納課へ還付連絡を送付する。

（随時）

法人市民税申告書等の入力

提出

更正請求の受付

提出

減免申請の受付

送付 法人税の更正又は決定に係る法人税
額等の通知書受付

（随時）

法人の登録・変更・廃止等の情報入力

修正

入力内容のチェック

発注

法人市民税申告書・納付書の印刷・発送
納品

控え返却
不受理等

控え返却
不受理等

提出

法人設立等申告書の受付

控え返却
不受理等

事務内容又は目的
事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

・法人設立等申告
書
・登記簿の写し
・定款

事務・業務フロー

発送

提出

法人市民税予定・確定・修正申告書
等の受付

関連部門 当該部門

申告書の内容を法人市民税ｼｽﾃﾑ
に入力する。 ⑥

決算期の法人をｼｽﾃﾑから抽出
し、確定（予定）申告書・納付
書を発送する。用紙の在庫が無
ければ物品請求する。

⑦
㉘
㉙
㊵

・法人確定（予
定）
・申告書
・納付書
・申告書発送一覧
表

・法人市民税（予定・
確定・修正）申告書等
・エルタックス申告書
一覧表
・減免申請書
・申告書提出期限延長
申請書

業務・事務の目的 法人市民税事務

内包するリスク ①、⑤、⑥、⑦、㉘、㉙、㊳、㊴、㊵、㊷

伊東市　業務手順書

当初作成日 2021/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 6 業務・事務名 法人市民税事務

【法人】

【業者】

【法人】

【法人】

【静岡県】

【未登録・不申告

法人】

【法人】

【収納課】

【会計課】 【収納課】

【法人】



不申告の特別徴収義務者に対
し、3か月に1回程度申告書提出
を催告し、なお不申告を継続す
る者に対しては、年1回程度立入
調査を実施する。

地方税法第701条の
5 ㊵

未申告施設リスト
≪課長決裁≫
・入湯税申告書の提出
及び納付について
・立入調査の実施につ
いて

月初めの調定締切日までに、前
月分の申告について調定額を算
出する。調定伝票を作成し、会
計課と収納課（写し）へ送付す
る。

≪課長決裁≫
調定伝票 ⑤

申告情報をｼｽﾃﾑに入力する。 ⑥

読み合わせリスト
申告情報どおりに入力できてい
るか確認する。 ⑥

送付された申告書を受け付け、収受
印を押し、控えを返却する。エル
タックスで受信したものは、印刷す
る。申告内容に疑義がある場合は、
特別徴収義務者に連絡の上、申告書
を職権修正する。

入湯税納入申告書
の受付
↓
控えの返送

２日

地方税法第701条の
4
伊東市税賦課徴収
条例第145条

⑦
㊵

次年度用の入湯税納入申告書・
納入書用紙を発注する。

㉘
㉙

≪課長決裁≫
物品調達伺票

申告書情報をｼｽﾃﾑに入力する。
開業の届出があった者には、入
湯税特別徴収義務者証、当該年
度分の入湯税納入申告書・納入
書を送付する。

⑥
・入湯税特別徴収
義務者証票
・入湯税納入申告
書、納入書

≪課長決裁≫
・入湯税特別徴収
義務者経営（申
告）書
・（遅延理由書）

熱海保健所から回答のあった施
設について、入湯税特別徴収義
務者としてｼｽﾃﾑに登録があるか
どうかを確認し、経営申告書未
提出の場合は、提出を促す。

≪課長決裁≫
入湯税特別徴収義
務者経営申告書等
の提出について

≪課長決裁≫
温泉利用許可施設
の照会について

補足

変
更
点

半年に１回程度、熱海保健所に
温泉利用許可申請のあった施設
を照会する。

鉱泉浴場の経営を開始しようと
する者から経営申告書を受け付
ける。既に届出のある者の異動
や廃業については、経営変更申
告書を受け付ける。

入湯税特別徴収義
務者経営（変更）
申告書の受付
↓
入湯税特別徴収義
務者証票等の送付

３日

伊東市税賦課徴収
条例第149条

申告書情報どおりにｼｽﾃﾑ入力で
きているか確認する。 ⑥

入湯税ｼｽﾃﾑから営業継続中の特
別徴収義務者を抽出し、次年度
申告用の納入申告書・納入書の
施設番号・業種・特別徴収義務
者欄等を印字、手引等とともに
１年分をまとめて発送する。

納入済通知書

申告情報の入力

修正

入力内容ﾁｪｯｸ

納入済通知書
収入伝票 調定伝票 (月初)

調定
調定伝票(写)

(随時)
申告催告・立入調査

不申告者への申告書提出催告・立入調査

（10月頃）
発注

入湯税納入申告書・納入書用紙の発注

納品

(2月頃)

送付 次年度申告用入湯税納入申告書・納
入書の印字、発送

（毎月） (毎月)
申告

入湯税納入申告書の受付
控え返却・照会

督促 特別徴収義務者登録状況の確認、経
営申告書未提出者への提出督促

（随時）

入湯税特別徴収義務者経営（変更）
申告書の受付

提出

特別徴収義務者の開業・異動・廃業
情報の入力

（随時）入湯税特別徴収義務者証票等送付
修正

入力内容ﾁｪｯｸ

当該部門

（半年ごと）
照会

温泉利用許可施設の照会

回答

事務内容又は目的
事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

伊東市　業務手順書

当初作成日 2021/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 7 業務・事務名 入湯税事務

業務・事務の目的 入湯税事務

内包するリスク ①、⑤、⑥、⑦、㉘、㉙、㊳、㊴、㊵、㊸、㊹

事務・業務フロー

関連部門

【特別徴収義務

【熱海保健所】

【特別徴収義務

【業者】

【金融機関】

【会計課】

【収納課】

【鉱泉浴場経営者】

【鉱泉浴場経営者】

（特別徴収義務者）

納入

納入済通知書 納入書兼領収書

【特別徴収義務

【特別徴収義務



財務会計システムにて調定伝票
を作成し決裁を取る。

≪課長決裁≫
調定伝票 ⑤

当初課税分は、印字・封入（種
類により同封チラシ等あり）ま
で依頼する。

伊東市税賦課徴収
条例第41条

・納税通知書
・納付書

㉘
㉙

⑥

上記チェック終了後、課税計算
をする。

エラー箇所の修正を行い、全て
のエラーを潰すまで繰り返す。 ⑥

各種チェックリストにより、エ
ラー箇所の修正。また、不明な
点等について、税務署や本人等
に確認を行う。

⑥

税務ＬＡＮにデータを取り込
む。また、課税権のない申告書
データは、課税権のある市町へ
回送する。

地方税法第318条 ㊾

申告書の金額と取込した金額等
が一致しているか等、内容の確
認を行う。

⑥

国税連携により、税務署が受け
付けた確定申告書のデータを受
信

伊東市税賦課徴収
条例第36条の3

確定申告書

受け付けた申告書は、職員①が転記
（又は確認）後、職員②が２回目の
確認をする。その後、付番、画像取
込後にパンチ業者にデータ入力を依
頼する。（2月～3月）

㉘
㉙

データ入力によりエラーとなっ
た項目について確認し、修正す
る。

⑥

対面での相談・受付は課税課窓
口のみで対応。その他郵送でも
受け付ける。（1月中旬頃～）

地方税法第317条の
2
伊東市税賦課徴収
条例第36条の2

住民税申告書

給報の内容が不明な場合は、事
業所や本人に確認する。また、
課税権のない給報データは、課
税権のある市町へ回送する。

地方税法第318条 ⑥

普徴・特徴分けや枚数確認、記
載内容確認、付番、画像取込等
を行った後、パンチ業者にデー
タ入力を依頼する。（1月～3
月）

㉘
㉙

地方税法第318条
伊東市税賦課徴収
条例第23条

窓口・郵送・eLTAXにより受付け
る。（給報の提出期限は原則1月
末日）

地方税法第317条の
6

・給与支払報告書
（総括表含む）
・年金支払報告書

当初課税に必要な情報の提供を
各課に依頼する。

地方税法第20条の
11

11,12,1月号:申告会場の案内
1月号:市申の案内、給報の提出
2月号:確申の案内

≪課長決裁≫
広報いとう

納税通知書、納付書、封筒、住
民税申告書、給与支払報告書等
の印刷発注

㉘
㉙

≪課長決裁≫
・電算用帳票発注
明細表
・物品調達伺票

各種税務研修に参加し、当初課
税に向け税務知識を身につけ
る。

11月中旬に特徴事業所に給報及
び総括表を発送する。 ㊵

前年度に住民税申告をしている
方を抽出（12月中旬～）
氏名等を印字した住民税申告書
を送付（1月中旬）

㊵

システムの改修、使用環境の更
新、住基等のデータ取込をす
る。また、1/1現在の居住者につ
いて課税台帳を作成する。

調定

基幹系システムに取込、紐付け

取込内容のチェック

課税内容のチェック
及び各種調査

エラーを
潰す

課税内容の修正

合算処理、賦課計算

全件チェック

委託
【基幹系システム委託業者】

税額決定通知書・納付書等の
印字・封入発注

エラー項目等の確認、修正

住民税申告受付・相談

委託
【パンチ業者】

住民税申告書の転記、
チェック、取込等

エラー項目等の確認、修正

回送
【税務署】 確定申告書データ受信

【社会福祉課、保険年金課
、高齢者福祉課】

生活保護者、社会保険料
支払額の情報提供依頼

【基幹系システム委託業者】
基幹系システムの更新
住民税課税台帳作成

提出
給与・年金支払報告書の受理

委託
【パンチ業者】 給報内容確認、付番、取込等

発送
【特徴事業所】 給与支払報告書、総括表の発送

確認

【税務署】 広報いとう掲載

依頼

【秘書広報課】
住民税申告書発送対象者抽出

氏名等印字・発送

参加
【県、税務署、滞納整理機構】等 税務職員研修への参加

発注

【業者】 申告に係る印刷物等の発注

納品

関連部門 当該部門

業務・事務の目的 各種課税資料から当初課税を行う。

内包するリスク ①、⑤、⑥、⑦、㉘、㉙、㊳、㊴、㊵、㊷、㊸、㊹、㊾

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

伊東市　業務手順書

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 8 業務・事務名 住民税当初課税業務

依頼

回答



関連部門 当該部門

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

※　シート番号１０、１１参照

中間サーバー（情報連携）で調
査。情報取得できない場合は照
会文書にて調査を行う。（当初
課税後に実施）

地方税法第20条の
11

資料番号順で保管する。（随時
実施） ㊳

特別徴収は５月上旬、普通徴収
は６月上旬に発送する。

地方税法第319条の
2

⑦
㊵

特徴・普徴
月次更正へ

補足 給報：給与支払報告書、特徴：特別徴収、普徴：普通徴収

変
更
点

発送作業
納品

各種課税資料の保管

問合せ

【納税義務者】
【特別徴収義務者】

問合せ対応

回答

扶養所得照会



納税義務者からの申告や職権調
査により賦課変更が生じた者の
更正をする。（随時）

所得照会を要する者について、
中間サーバーで課税状況を確認
する。（当初課税後に実施）

地方税法第２０条
の１１

地方税法第３１９
条の２

⑦
㊵

財務会計システムにて調定伝票
を作成し決裁を取る。

≪課長決裁≫
調定伝票 ⑤

修正後の当初課税対象者データ
を取り込み、一括で課税台帳を
作成する。

地方税法第２４条第１項及
び第７項
地方税法第２９４条第１項
伊東市税賦課徴収条例第２
３条第１項

課税すべきデータに誤りがない
か精査する。 ⑥

補足

変
更
点

対象者＝１月１日時点で市内に
家屋を所有し、かつ、伊東市に
住民登録していない者のデータ
を提供してもらう。

上記確認で修正すべき点があれ
ば適宜修正を加える。 ⑥

納税通知書・納付書等の印字、
封入を依頼する。

伊東市税賦課徴収
条例第４１条

・納税通知書
・納付書

㉘
㉙

・発送は普通徴収の発送と同日
・送付先変更等は可能な限り対
応

調定

納品
発送作業

問合せ

【納税義務者】 問合せ等対応

回答

所得照会

月次更正処理

提供

【課税課　資産税係】 家屋敷課税対象者データ収受

データ確認・精査

修正

基幹系システム更新
住民税課税台帳作成

委託

【基幹系システム委託業者】
税額決定通知書・納付書等の印字・

封入発注

関連部門 当該部門

業務・事務の目的 市内に家屋敷を有する個人で、伊東市に住所を有していない方に市県民税の均等割を課税する。

内包するリスク ①、⑤、⑥、⑦、㉘、㉙、㊳、㊴、㊵、㊸、㊹

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

伊東市　業務手順書
当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 9 業務・事務名 住民税（家屋敷）当初課税業務



基幹系システムで申告書の内容
を入力する。 ⑥

窓口等で提出された住民税申告書や事
業者等から提出された給与支払報告書
等を受け付け、資料の付番、取込、紐
付け等を行う。（前回更正処理～課税
台帳異動処理前日）

地方税法第317条の
2及び第317条の6

・住民税申告書
・給与支払報告書
・年金支払報告書
等

国税連携により、税務署が受け
付けた確定申告書のデータを受
信（前回更正処理～課税台帳異
動処理前日）

伊東市税賦課徴収
条例第36条の3

確定申告書

委託
【基幹系システム委託業者】 異動更正処理

調定

納税通知書等の封入・発送
納品

【申告者】

提出
回送

【税務署】 確定申告書データ受信

【事業者等】 その他課税資料等の受理

提出

課税台帳異動処理

財務会計システムにて調定伝票
を作成し決裁を取る。

補足
月に２回実施。
前半は、特別徴収の切替作業や主に特別徴収税額が変わる内容を更正する。（入力期間：月初め～10日間程度、更正処理：10日前後の2日間、納通発送：18日前後）
後半は、普通徴収（年金特徴含む）の更正を行う。（入力期間：20日前後～1週間程度、更正処理：月末の2日間、納通発送：翌月10日前後）

変
更
点

・異動チェックリスト確認
・納税通知書や納付書等の
　内容確認
・調定関連の確認
・納税通知書等の発行依頼

・異動ﾁｪｯｸﾘｽﾄ
・異動全件ﾘｽﾄ
・賦課状況報告書
等

⑥
㉘

発送日前日に決裁処理を行う。
印字済納税通知書、納付書は業者から
納入後、変更通知書等の同封書類と合
わせて封入（収納額等を確認し適宜修
正を行う。）し、発送する。

地方税法第319条の
2

⑦
㉙
㊵

≪課長決裁≫
調定伝票 ⑤

関連部門 当該部門

業務・事務の目的 未申告者の新規課税や申告内容の修正等を行い賦課する。

内包するリスク ①、⑤、⑥、⑦、㉘、㉙、㊳、㊴、㊵、㊸、㊹

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

伊東市　業務手順書

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 10 業務・事務名 月次更正処理（普通徴収）



月ごと、特別徴収義務者ごとに
保管

・給与所得者異動届
出書
・切替届出書
・所在地・名称等変
更届

財務会計システムにて調定伝票
を作成し、決裁を取る。

≪課長決裁≫
調定伝票 ⑤

【基幹系システム】
・徴収方法等の異動処理
・特別徴収義務者の宛名情報(名
称・所在地など)の異動処理

届出書類の保管

補足
月に２回実施。
前半は、特別徴収の切替作業や主に特別徴収税額が変わる内容を更正する。（入力期間：月初め～10日間程度、更正処理：10日前後の2日間、納通発送：18日前後）
後半は、普通徴収（年金特徴含む）の更正を行う。（入力期間：20日前後～1週間程度、更正処理：月末の2日間、納通発送：翌月10日前後）

変
更
点

・給与所得者異動届出書
・切替届出書
・所在地・名称等変更届を
　郵便、窓口等で受付

・給与所得者異動届出
書
切替届出書
・所在地・名称等変更
届

・異動チェックリスト確認
・納税通知書や納付書等の内容
確認
・調定関連の確認
・納税通知書等の発行依頼

・異動ﾁｪｯｸﾘｽﾄ
・異動全件ﾘｽﾄ
・賦課状況報告書
等

⑥
㉘

発送日前日に決裁処理を行う。
印字済納税通知書等は業者から
納品後、同封書類と合わせて封
入(収納額等を確認し適宜修正を
行う。)し、発送する。

地方税法第319条の
2及び第321条の6

⑦
㉙
㊵

提出
【特別徴収義務者】 届出書類の受付

届出書類の処理

委託
【基幹系システム委託業者】 異動切替処理

調定

納税通知書等の封入・発送
納品

関連部門 当該部門

業務・事務の目的 徴収方法等の異動処理や特別徴収義務者の宛名情報の異動処理を行う。

内包するリスク ①、⑤、⑥、⑦、㉘、㉙、㊳、㊴、㊵、㊸、㊹

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

伊東市　業務手順書

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 11 業務・事務名 月次更正処理（特別徴収）



【日本年金機構】

特別徴収税額通知の処理結果通
知（０２通知）を受信し、取り
込んで確認

格納
㊾

特別徴収税額通知（０１通知）
を格納し、１０月～翌年８月ま
での額を通知

地方税法第321条の
7の5、第321条の7
の8及び第321条の7
の11

介護特徴仮算定データ（４月）
介護特徴本算定データ（７月）
と突合し、年金特徴可・不可に
ついて確認

日本年金機構から特別徴収対象
者通知（００通知）を受信

地方税法第321条の
7の3及び第321条の
7の11

年金特徴処理結果通知受信

補足

変
更
点

通知

【日本年金機構】 対象者情報通知受信

【高齢者福祉課】 突合・確認処理

特別徴収税額通知格納

通知

業務・事務の目的 年金特徴対象者の当初設定をする

内包するリスク ①、⑤、㊸、㊹

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№
関連部門 当該部門

伊東市　業務手順書

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

市民税係 シート番号 12 業務・事務名 年次処理（年金特別徴収）部 総務部 課等 課税課 担当係名



格納

通知

申告等による税額変更や、死
亡・転出による特別徴収中止
等、年金機構に依頼（格納）す
るデータの確認、修正（通知受
信～格納日の間）

補足

変
更
点

中止（４２通知）・変更（６４
通知）・結果（２２通知）デー
タを受信しシステムに取り込
む。

中止依頼（４１通知）、変更依
頼（６３通知）データを格納

地方税法第321条の
7の7、第321条の7
の9及び第321条の7
の11

㊾

【日本年金機構】 年金特徴各種通知受信・取込

格納情報確認

【日本年金機構】 年金特徴中止・変更等依頼

業務・事務の目的 年金特徴の中止や徴収税額の更正処理を行う

内包するリスク ①、⑤、㊸、㊹

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№
関連部門 当該部門

市民税係 シート番号 13 業務・事務名 月次処理（年金特別徴収）部 総務部 課等 課税課 担当係名

伊東市　業務手順書

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無



送付

（随時）

（随時）

発送

提出

修正

修正

依頼

財務会計システムにて調定伝票
を作成し決裁を取る。（6月上
旬）

≪課長決裁≫
軽自動車税種別割
調定伝票

⑤

追加分の減免決定通知を作成・
発送

減免決定通知発送
リスト ㊵

減免車両リストのとおり追加分
の入力できているか確認する。 ⑥

決定を受けた追加分の減免申請
書に基づきシステムに入力し、
減額調定処理を行う。

⑥

減免車両追加分の決定
伊東市税賦課徴収
条例第８９・９０
条

≪課長決裁≫
減免追加車両リス
ト

減免申請追加分の受付（4月2日
から納期限まで）

・軽自動車税（種別
割）減免申請書（身体
障害者用）
・軽自動車税（種別
割）減免申請書（構
造・公益減免用）

減免決定通知を作成・発送
・減免決定通知発
送リスト
・減免決定通知

㊵

必要に応じ引き抜き等を行った
後、納付書を発送する。
（５月１０日前後）

⑦
㊵

納付書の作成・封入を株式会社
ＳＢＳ情報システムに依頼す
る。

軽自動車税（種別
割）納税通知書兼
領収証書

㉘
㉙

減免車両の減額調定処理を行
う。

４月１日現在の登録車両で確定
する。（4月中旬）

減免車両リストのとおり入力で
きているか確認する。 ⑥

決定を受けた減免申請書に基づ
きシステムに入力する。 ⑥

減免車両決定（4月中旬）
伊東市税賦課徴収
条例第８９・９０
条

≪課長決裁≫
減免車両リスト

課税保留車両リストのとおり入
力できているか確認 ⑥

決定を受けた課税保留願いに基
づきシステムに入力 ⑥

課税保留車両決定（4月上旬）
≪課長決裁≫
課税保留車両リス
ト

減免車両所有者に継続申請書を
発送（2月上旬）

≪課長決裁≫
軽自動車税減免申
請について（通
知）

㊵

減免申請書の受付（随時）
伊東市税賦課徴収
条例第８９・９０
条

・軽自動車税（種別割）減
免申請書（身体障害者用）
・軽自動車税（種別割）減
免申請書（構造・公益減免
用）

【減免車両所有者】
追加分の減免決定通知作

成・発送

調定伝票起票

課税保留願いの受付（随時）

原付及び小型特殊について
は、標識の返納が困難な場
合、その理由書を記載の
上、廃車手続を可能とした
ため、課税保留事務は発生
しない。

減免車両所有者の抽出
・継続申請者送付
リスト

減免継続申請書の受付（3月下旬
締切）

減免申請書

【納税義務者】 納付書発送

【減免車両所有者】 減免決定通知作成・発送

【減免申請者】 減免申請追加分の受付

減免車両追加分の決定

減免車両追加分の台帳
入力

追加分の入力内容確認

送付

送付

提出

修正

課税保留車両
台帳入力

入力内容確認

減免車両決定

減免車両台帳
入力

入力内容確認

賦課決定

減免車両一括
処理

【㈱ＳＢＳ情報システム】 納付書作成等依頼

作成・封入

【標識返納困難者】
（原付、小型特殊を除く。） 課税保留願い

【減免申請者】 減免申請受付

減免継続申請
予定者抽出

【減免車両所有者】
減免継続申請

書発送

減免継続申請
受付

課税保留車両
決定

提出

提出

関連部門 当該部門

業務・事務の目的 軽自動車税当初課税

内包するリスク ①、⑤、⑥、⑦、㉘、㉙、㊳、㊴、㊵、㊸、㊹

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

伊東市　業務手順書

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 14 業務・事務名 軽自動車税（種別割）当初課税



関連部門 当該部門

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

補足

変
更
点



送付

異動処理

データ変換処理 ⑥

ＫＳＥシステムにデータを取り
込む。 ⑥

・伊東市税賦課徴
収条例第87条
・静岡地方税滞納
整理機構規約第4条
第4号

変
更
点

データＣＤ受領（3月分以外は各
月15日前後に到着）

データＣＤ

納税義務者番号を結び付ける。 ⑥

STAFF－Suiteにデータを取り込
む。 ⑥

税申告書の内容を確認しながら
台帳の異動を行う。

データＣＤ受領か
ら概ね4日間

【滞納整理機構】 データＣＤ受領

データＣＤ取込み

法人番号振付

ＣＳＶデータ作成

ＣＳＶデータ取込

即時一括処理

補足

⑥

システムに取り込むためのＣＳ
Ｖデータを作成する。

ＣＳＶデータ ⑥

関連部門 当該部門

業務・事務の目的 軽自動車税（種別割）月次事務（軽自動車検査協会データ）

内包するリスク ①、⑥、㊳、㊴、㊸、㊹

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

伊東市　業務手順書

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 15 業務・事務名 軽自動車税（種別割）月次事務（軽自動車検査協会データ）



提出

修正

異動情報をシステムに入力す
る。（随時）

変
更
点

新規・移転・廃車情報が分かる
申告書や税止めの書類を受け付
ける。（随時）

正しく入力されているか確認す
る。（随時） ⑥

⑥

【所有者又は使用者】 申告書等の受付

システム入力

確認

補足

・地方税法施行規
則第16条第1号
・伊東市税賦課徴
収条例第87条

・軽自動車税（種
別割）申告書（報
告書）
・軽自動車変更
（転出）申告書

業務・事務の目的 軽自動車税（種別割）月次事務（税申告書）

内包するリスク ①、⑥、㊳、㊴、㊸、㊹

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№
関連部門 当該部門

市民税係 シート番号 16 業務・事務名 軽自動車税（種別割）月次事務（税申告書）部 総務部 課等 課税課 担当係名

伊東市　業務手順書

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無



入力内容を作成者とは別の者が
確認

車検証情報のとおりシステムに
入力

軽自動車税（種別
割）納税証明書

交付

【申請者】

補足
車両を４月２日以降に取得された方並びに令和３年度までの軽自動車税（種別割）が減免されている方及び令和４年度以降の軽自動車税（種別割）が減免された方で、減免決定通知書（非課税証明書付
き）を紛失された方に対し、車検用の非課税証明書を交付する事務のうち、証明書の作成及び市民課（出張所）プリンタへの出力までを担当する。

変
更
点

・地方税法
・地方税法施行令
・地方税法施行規
則
・伊東市税賦課徴
収条例

市民課・出張所の改竄防止プリ
ンターへ打出し

修正

【申請者】

申請

【市民課・出張所】
電話連絡

申請書・車検証情報受領
申請書等のデータ化

軽自動車税（種別割）納税証明書作成

入力内容確認

【市民課・出張所】
電話連絡

軽自動車税（種別割）納税証明書出力
出力

関連部門 当該部門

基幹系ＰＣ共有ネットワーク上
でＰＤＦデータを受け取る。

申請
↓
納税証明書の発行

即日

業務・事務の目的 車検用軽自動車税（種別割）非課税証明書の作成及び出力

内包するリスク ①、㊳、㊴、㊸、㊹

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

伊東市　業務手順書

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 17 業務・事務名 軽自動車税（種別割）非課税証明書交付事務



申告

納入済通知書

前月分の申告について、財務会計シ
ステムにて調定伝票を作成し決裁を
取る。調定伝票を会計課と収納課
（写し）へ送付する。

≪課長決裁≫
たばこ税調定伝票 ⑤

申告額を消込簿（エクセルデー
タ）に入力

市町村たばこ税申告書の受領
（ｴﾙﾀｯｸｽで申告があったものは
印刷）

・地方税法
・地方税法施行令
・地方税法施行規
則
・伊東市税賦課徴
収条例

調定伝票添付用書類作成 市たばこ税集計表

シンク用ＰＣに消込簿（エクセ
ルデータ）を作成する。

【収納課】 調定

調定伝票（写）

消込簿作成

入金データ入力

補足

変
更
点

【たばこ卸売事業者等】 市町村たばこ税申告書の受領

納入

【金融機関】 消込簿入力

【会計課】 集計表作成

調定伝票

納入済通知書
収入伝票 （月初）

関連部門 当該部門

業務・事務の目的 市たばこ税月次事務

内包するリスク ①、⑤、㊳、㊴

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
リスク

№

伊東市　業務手順書

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

部 総務部 課等 課税課 担当係名 市民税係 シート番号 18 業務・事務名 市たばこ税月次事務



⑤

⑦

⑩

⑩

業務・事務の目的

部 総務部 課等

伊東市　業務手順書

⑩

⑩

①、⑤、⑦、⑩、㊳、㊴、㊵、㊾

リスク

№

当該土地・家屋の価格照会収受

財務省及び静岡県に対し価格を
回答する。

国有資産等所在市
町村交付金法第７
条又は第８条（通
知）

当初作成日 2019/11/19 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更

備考関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

国有資産等所在市町村交付金法の業務手順

交付金

無

関連部門 当該部門

シート番号 1 業務・事務名

東京２３区に償却資産を照会す
る。

≪課長決裁≫
照会文書

≪課長決裁≫
回答文書

課税課 担当係名 資産税係

【東京２３区】 償却資産の照会

内包するリスク

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

【財務省・静岡県】 回答

財務省（東海財務局）及び静岡
県から当該土地、家屋の価格照
会を受ける。

【財務省・静岡県】

補足

【財務省・静岡県・東京２３区】
財務省、静岡県、東京２３区から

交付金に係る価格決定通知

東京２３区に対し当該土地、家
屋及び償却資産の価格を通知す
る。

国有資産等所在市
町村交付金法第７
条又は第８条（通
知）

≪課長決裁≫
通知文書

【東京２３区】
回答収受

当該土地・家屋・償却資産の価格を通知

交付金の価格から交付金額を算
出する。

国有資産等所在市
町村交付金法第７
条

変
更
点

交付金額を財務会計システムに
入力し、調定伝票を作成、提出
する。

≪課長決裁≫
調定伝票

調定

【財務省・静岡県・東京２３区】 納付書の発行

(4月5日頃)静岡県は県営住宅担
当と管財担当分と分けて作成す
る。財務省及び静岡県は納付書
を会計課に預ける。東京２３区
は郵送で送付する。

≪課長決裁≫
通知文書

【会計課】



納税通知書発送後の処理は、４土地課税業務、５家屋課税業務、６償却資産課税業務、７固定資産納税通知書返戻分処理業務に記載

㊵
送付

【納税義務者】

補足

納税通知書の発送

変
更
点

（４月１０日頃）郵送により納
税義務者へ納税通知書を第１期
の納期の10日前までに送付す
る。

地方税法第３６４
条

納税通知書

⑦
㉘
㉙

伊東市　業務手順書

⑥

⑥

⑥

内包するリスク ①、⑤、⑥、⑦、㉘、㉙、㊳、㊴、㊵、㊷、㊸、㊹、㊺、㊻

リスク

№

配送

基幹系システム内
データ
固定資産税非課税
申請書

【基幹系システム委託業者】
（仮課税データの作成）

仮課税処理データの作成

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
関連部門 当該部門

土地、家屋、償却資産の納税義
務者ごとに名寄せし、課税(非課
税及び免税点未満を除く）
仮課税処理データの作成（クラ
ウド上）

仮課税データの受領・確認

決裁

仮課税データにより賦課計算の
チェックを行う。修正がある場
合は適宜修正を行う。

業務・事務の目的

部 総務部 課等 課税課 担当係名

各種課税資料から当初課税を行う。

固定資産税賦課業務

無

資産税係

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更

シート番号 2 業務・事務名

仮課税データ

基幹系システム委託業者と共に
課税データのエラーチェックを
行い、課税・調定データの作成
をする。

データは基幹系シ
ステムのクラウド
上に格納

【基幹系システム委託業者】 課税データの作成

基幹系システム委託業者による
納税通知書の印刷及び封筒への
封入作業及び差し替え分等の通
知書の打出し及び封入作業を行
う。

納税通知書納税通知書の印刷及び封入作業

固定資産評価等の登録及び固定
資産税縦覧帳簿の縦覧に関する
告示の決裁を行う。

≪固定資産評価員
（副市長）決裁≫
稟議書

固定資産評価等の登録及び固定
資産税縦覧帳簿の縦覧に関する
告示を行う。

地方税法第３８２
条の２

告示文書
縦覧簿
固定資産課税台帳

価格の登録及び縦覧の告示



㉑
㉒
㉔
㉕
㉖

㉑
㉒
㉔
㉕
㉖

内包するリスク ①、⑭、⑮、㉑、㉒、㉔、㉕、㉖、㊳、㊴、㊸、㊹

リスク

№関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
関連部門 当該部門

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

伊東市　業務手順書

シート番号 3 業務・事務名

業務・事務の目的

部 総務部 課等 課税課 担当係名 資産税係

固定資産税の賦課における土地の評価替えを行う。

土地評価替え業務

【委託業者】 固定資産路線価図等作成業務委託

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

土地の評価替えにおける路線価
の設定から路線価図の作成業務
等の委託契約を締結する。

契約 ≪副市長決裁≫実
施稟議、契約締結
稟議、契約書、仕
様書

鑑定評価書

標準宅地調書
（案）

状況類似地区図
(案)、標準宅地調
書(案)

≪市長決裁≫実施
稟議、契約締結稟
議、契約書、仕様
書

地方税法第４０９
条

標準宅地の価格(メ
モ価格)一覧表

地方税法第４１０
条

各筆の評価額の算出

主要な街路の路線価の決定、既
設の路線価の見直し、新設路線
価の設定

標準宅地調書、標準宅地の価格
の決定

委託業者から鑑定に基づく標準
宅地の価格(メモ価格)を受け、
県の土地評価協議会で鑑定価格
を協議する。

標準宅地の鑑定評価書等の受領

変
更
点

鑑定評価価格一覧
表
標準宅地調書

標準宅地の価格決定

路線価調書、用途
状況類似地区・標
準宅地位置図、路
線価図

路線価の決定

修正

市街地宅地評価法に基づき宅地
の評価額を算出、田・畑・山林
等については標準地からの比準
割合等を適用して算出する。

土地課税台帳

補足

委託業者からの資料を基に、状
況類似地区及び標準宅地の見直
しを協議し、見直し案を作成す
る。

【委託業者】

【委託業者（鑑定）】

【委託業者（鑑定）】
価格調査基準日における鑑定

【委託業者】

状況類似地区及び標準宅地の見直し
協議、決定

【委託業者（鑑定）】 鑑定評価書の提出

評価替標準地価格鑑定委託

資料

契約

標準宅地調書(案）の作成

提出

評価替標準地価格鑑定委託契約
を委託業者と締結する。

標準宅地調書（案）の作成

土地評価協議会

ﾒﾓ価格

提出



⑤

㊵

⑥

⑥

㊺

内包するリスク ①、⑤、⑥、⑦、㊳、㊴、㊵、㊸、㊹、㊺

リスク

№

地方税法第４１５
条、第４１６条

通知

申出

情報

提供

課税データの入力

縦覧後の価格更正

現況の確認処理①

農地転用の許可及び届出、土地
利用許可の情報を受け、現況の
地目を確認する。

地方税法第２０条
の１１

農地転用リスト
土地利用リスト

航空写真、申出、家屋担当から
の情報提供などにより現況の地
目を確認する。

土地課税台帳価格等の決定、台帳の登録

現況確認後、所有権移転、地
目・地積変更、画地認定、住宅
用地の認定の年度更新処理を行
う。（基幹システムの入力）

補足

変
更
点

≪課長決裁≫固定
資産税・都市計画
税更正伺書、土地
課税台帳

価格等の修正の決定、登録

【納税義務者】

送付

調定処理

価格等の修正を固定資産税価格
決定（修正）通知書により納税
義務者に通知する。

地方税法第４１７
条第１項

固定資産税価格決
定（修正）通知書

価格等の修正の通知

【会計課】

土地課税台帳に価格等を登録す
る。

地方税法第４１０
条、第４１１条

【納税義務者等】

課税の調定処理を行い、調定伝
票を提出する。

≪課長決裁≫
調定伝票

価格等の修正を固定資産税・都
市計画税更正伺書により決裁
し、土地課税台帳に登録する。

現況の確認処理②

縦覧後、異動漏れ、価格等の修
正を行う。（基幹システム入
力）

【農業委員会、都市計画課】

土地縦覧簿縦覧
（３月３１日までに）縦覧簿を
作成し、縦覧に供する。（４月
１日から第１期納期限まで）

【静岡法務局熱海出張所】 法務局からの通知

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
関連部門 当該部門

静岡法務局熱海出張所からの通
知に基づき現況地目及び土地の
権利異動の確認を行う。

地方税法第３８２
条

登記通知書

業務・事務の目的

部 総務部 課等 課税課 担当係名 資産税係

固定資産税及び都市計画税の賦課における土地の価格の決定等を行う。

土地課税業務

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

伊東市　業務手順書

シート番号 4 業務・事務名



⑦
㊵

⑤【会計課】

⑥

⑥

⑥

伊東市　業務手順書

㊺

①、⑤、⑥、⑦、㊳、㊴、㊵、㊷、㊸、㊹、㊺

リスク

№

㊵
送付

申告

情報

提供

送付

【調査対象者】

【調査対象者】

【納税義務者】

調査依頼書

確認申請台帳

現地において家屋評価と税説明
（新築軽減・住宅用地の認定・
滅失の調査）を実施する。
住宅については住宅用地・新築
住宅申告書を受領する。

新築軽減入力

上記資料を元に現地の確認を行
い、評価すべき家屋を選定す
る。（非木造の非住宅400㎡、住
宅の600㎡以上の家屋は、県財務
事務所が評価を実施）

家屋登記通知の受領、賦課期日
に所在する家屋と所有者の把
握、建築確認申請データの受領
により調査等対象の資料収集を
行う。

評価対象となる家屋の所有者へ
現地調査日程の通知を作成す
る。

収集した資料をアクセスに取込
み確認申請台帳を作成する。

価格等の修正の通知

家屋調査（評価）依頼作成

縦覧後の価格更正

（３月３１日までに）縦覧簿を
作成し、縦覧に供する。（４月
１日から第１期納期限まで）

評価対象となる家屋の所有者へ
現地調査日程の通知を送付し、
調査日程を調整する。

調査依頼書の送付

家屋課税台帳に価格等を登録す
る。

≪課長決裁≫固定
資産税・都市計画
税更正伺書、家屋
課税台帳

価格等の修正の決定、登録

縦覧後、異動漏れ、価格等の修
正を行う。（基幹システム入
力）

固定資産税価格決
定（修正）通知書

価格等の修正を固定資産税・都
市計画税更正伺書により決裁
し、家屋課税台帳に登録する。

地方税法第４１５
条、第４１６条

家屋縦覧簿縦覧

住宅用地・新築住
宅申告書

家屋現地調査

地方税法第４１０
条、第４１１条

家屋課税台帳

≪課長決裁≫
稟議書

家屋評価システムで作成した新
築家屋等の評価情報データを基
幹システムに移行する。

評価情報のデータ移行

家屋評価システムの入力

住宅用地・新築住宅申告書を受
領し、家屋システムに新築軽減
の情報を入力する。

地方税法第３８４条、
地方税法附則第１５条
の６、伊東市税賦課徴
収条例第７４条附則第
１０条の３

住宅用地・新築住
宅申告書

確認申請台帳の作成

補足

変
更
点

調査済家屋の評価情報を家屋評
価システムに入力する。

課税の調定処理を行い、調定伝
票を提出する。

≪課長決裁≫
調定伝票

調定処理

価格等の修正を固定資産税価格
決定（修正）通知書により納税
義務者に通知する。

地方税法第４１７
条第１項

固定資産税価格決
定（修正）通知書

現地確認及び評価対象家屋の選定

価格等の決定、台帳の登録

部 総務部 課等 課税課 担当係名 資産税係

【静岡法務局熱海出張所】
【県熱海土木事務所】
【建築住宅課】

事務・業務フロー
事務内容又は目的

内包するリスク

固定資産税及び都市計画税の賦課における家屋の価格の決定等を行う。

家屋課税業務

関連部門 当該部門

通知 地方税法第２０条
の１１、第３８２
条

登記通知書
建築計画概要書
（熱海土木事務
所・建築住宅課）

資料収集

業務・事務の目的

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更

シート番号 5 業務・事務名

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考

無



⑦
㊵

⑥

㊵

㉘
㉙

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更 無

伊東市　業務手順書

シート番号 6 業務・事務名

備考
関連部門 当該部門

対象者への申告依頼送付の決裁
を受ける。

≪課長決裁≫
稟議書

業務・事務の目的

部 総務部 課等 課税課 担当係名 資産税係

固定資産税の賦課における償却資産の価格の決定等を行う。

償却資産課税業務

内包するリスク ①、⑤、⑥、⑦、㊳、㊴、㊵、㊺

リスク

№

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

申告書

送付

作成依頼
基幹システム業者に申告書と対
象事業者の受付簿の作成を依頼
し、作成した申告書と受付簿を
受領する。

申告書　受付簿【基幹システム業者】 申告書の作成

納品

【対象事業者】 申告書の送付

稟議決裁

対象事業者への送付準備

対象事業者からの申告を直接又
はeLTaxデータを通じて受け付け
る。（法定期限：１月３１日ま
で）

地方税法第３８３
条

受領した申告書を対象者事業者
に送付する。

賦課処理
他の固定資産（土地・家屋）と
併せて固定資産税の賦課額を決
定する。

新規・前年度からの対象事業者
の抽出、申告に係る書類作成の
準備を行う。

【eLTaxデータ】 申告書の受付

基幹系システムへ申告データの
入力を行う。

申告データの入力

申告書

【納税義務者】 納税通知書の発送

補足

変
更
点

他の固定資産（土地・家屋）と
併せ納税義務者に納税通知書を
送付する。

地方税法第３６４
条

納税通知書

送付



【庶務課】 告示文掲示の依頼

㊵

㊺

㊺

⑦
㊵

無

伊東市　業務手順書

変
更
点

納税通知書納税通知書の再々送付
地方税法第２０条
の１１

督促状発送差し止め依頼

戸籍等の結果から決定した送達
先を基幹システムに入力する。

督促状の送付までに送付先が見
つからない場合、収納課へ督促
状の発送を停止するよう依頼す
る。

【法務局・他市町村・市民課】

【納税義務者】

【納税義務者】

納税通知書の再送付

回答

公示送達の決定

基幹システムから納税通知書を
発行し、送達先へ納税通知書を
再々送付する。

依頼

送達先変更

補足

上記の調査の結果から決定した
送達先を基幹システムに入力す
る。

送達先再変更

再度返戻された納税通知書の送
達先の再調査を行う。

基幹システムから納税通知書を
発行し、送達先へ納税通知書を
再送付する。

地方税法第２０条
の１１

納税通知書

返戻再調査

決裁後、公示送達の告示の掲示
を庶務課に合議する。

地方税法第２０条
の１１、伊東市税
賦課徴収条例第１
８条

≪庶務課長・課税
課長決裁≫
告示文

返戻調査の結果、送達を受けるべき者の
住所、居所、事務所及び事業所が明らか
でない場合又は外国においてすべき送達
につき困難な事情があると認められる場
合、決裁後、公示送達を決定する。

地方税法第２０条
の１１

≪課長決裁≫
稟議書

地方税法第２０条
の１１

返戻納税通知書リ
スト

返戻納税通知書リストの作成

事務・業務フロー
事務内容又は目的

事務手続に
要する期間

関連法令等
≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
関連部門 当該部門

返戻された納税通知書からリス
トを作成する。

繰
り
返
す

送付

依頼

回答

送付

【法務局・他市町村・市民課】

照会

当初作成日 2022/2/1

担当係名 資産税係

内包するリスク ①、⑦、㊳、㊴、㊵、㊸、㊹、㊺

リスク

№

返戻された固定資産税納税通知書を適切に納税義務者へ送達する。

固定資産税納税通知書返戻分処理業務

【収納課】

【法務局・他市町村・市民課】 返戻調査

返戻された納税通知書につい
て、法人については、商業登記
簿の取得、個人については送付
先市町村へ住所・戸籍照会等を
行う。

地方税法第２０条
の１１

照会

見直し日 2025/2/28 見直しによる変更

シート番号 7 業務・事務名

業務・事務の目的

部 総務部 課等 課税課



⑦
㊵

送付

㊺

伊東市　業務手順書

㊺

内包するリスク ①、⑦、㊳、㊴、㊵、㊸、㊹、㊺

リスク

№

補足

変
更
点

【相続人代表者】

【納税義務者】
翌年度の課税から新しい納税義
務者として納税通知書を送付す
る。

地方税法第３６４
条

納税通知書納税通知書の送付

基幹システムへ相続人代表者及
び相続人の情報を入力する。

住民票・戸籍謄本【他市町村、市民課】 戸籍請求

照会

回答

相続人代表者指定届及び死亡者
情報を把握した被相続人や相続
人の本籍地市町村に対し、戸籍
謄本等の請求を行う。

地方税法第２０条
の１１

固定資産現所有者
申告書兼相続人代
表者指定届・住民
票・戸籍謄本

相続人情報の入力

収集した戸籍謄本等により家系
図を作成し、相続人を特定す
る。

家系図相続人の特定

送付先の変更

相続人代表者から相続人代表者
指定届を収受する。

伊東市税賦課徴収
条例施行規則第１
５条第１号

固定資産現所有者
申告書兼相続人代
表者指定届

相続人代表者指定届の受領

死亡者の把握

事務手続に
要する期間

関連法令等

市内住民登録者の死亡届提出の
際に相続人代表者指定届の提出
を依頼、また、納税通知書の返
戻調査時に所有者の死亡情報を
把握する。

地方税法第９条の
２

提出

相続人代表者指定届の送付先を
基幹システムに送付先として入
力する。

当初作成日 2022/2/1 見直し日 2025/2/28 見直しによる変更

≪決裁区分等≫
成果物・記録類

備考
関連部門 当該部門

シート番号 8 業務・事務名

業務・事務の目的

部 総務部 課等 課税課 担当係名 資産税係

固定資産所有者の相続人の調査を行う。

固定資産相続人調査業務

無

事務・業務フロー
事務内容又は目的


